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③国債流通利回り10年物

年利、％

2016/12　①6.25％　②6.48％　③6.52％

（月末値）
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（注）ﾑﾝﾊﾞｲ中央ﾋﾞｼﾞﾈｽ地区における平方ﾌｨｰﾄ当たり月額賃料。

グラフで見るインド経済 2017 年１月号（Ｎｏ．８５） 

インド景気は、モディ政権による高額紙幣の廃止（２０１６年１１月）を受けて、総じて弱めの動きが目立つ。す

なわち、１１月の新車販売台数が前年比+１．８％と２０１６年２月以来の低い伸びとなるなど、個人の消費活動に

は陰りがみられる。また企業部門をみても、１１月の輸出が前年比+２．３％と前月の同+９．６％から大きく減速し

た。１２月の製造業ＰＭＩが４９．６（前月は５２．３）と１年ぶりに中立水準の５０を下回っており、製造業の景況感も

弱含んでいる。「生産」と「新規受注」がともに２０１５年１２月以来の低水準に低下したことがＰＭＩを押し下げた。 

【今月のトピック：高額紙幣の廃止の影響により税制改革が遅延】 １１月にインド政府が実施した高額紙幣の廃止の影

響が拡大している。市中に流通する紙幣が不足し、自動車や農業機械の販売が低迷している。加えて、今回の措置の

影響により産業界が期待していた税制改革が遅延する可能性が高まっている。税制改革は州ごとに異なる間接税率を

全国で一本化し、企業活動の活性化を図るものであり、２０１７年４月から新税制が導入される予定であった。しかしな

がら、紙幣廃止に反対する勢力の抵抗により、税制の導入に必要な付随法案の国会審議が暗礁に乗り上げている。 

（出所）インド準備銀行、インド統計・計画実施省、ＯＥＣＤ、ＣＥＩＣ、ブルームバーグ 
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(注)日経/マークイット発表。
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（注）各構成項目は全体の上昇率（総合）への寄与度を意味する。

グラフで見るインド経済 2017 年１月号 

（出所）インド統計・計画実施省、インド商工省・同経済諮問部・同通商情報統計局、インド自動車工業会、インド準備銀行、ＣＥＩＣ、ブルームバーグ 
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